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実
質
賃
金
の
上
昇
は
朗
報
か

―
依
然
と
し
て
残
る
２
つ
の
課
題
―
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実
質
賃
金
が
２
０
２
６
年
に
入
っ
て
前
年
同
月
と
比
べ

て
６
ヵ
月
連
続
で
上
昇
し
て
い
る（
厚
生
労
働
省「
毎
月
勤

労
統
計
調
査
」）。22
年
か
ら
25
年
ま
で
の
48
ヵ
月
で
プ
ラ

ス
だ
っ
た
の
は
５
回
し
か
な
か
っ
た
の
で
朗
報
だ
。

　
今
年
の
春
闘
賃
上
げ
率
が
５
・
01
％
増
で
、
３
年
連
続

し
て
５
％
台
と
な
っ
た
。過
去
２
年
は
春
闘
賃
上
げ
率
が

５
％
を
超
え
、
消
費
者
物
価
は
年
３
％
台
だ
っ
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
５
２
０
０
万
人
を
調
査
対
象
と
す
る
毎
勤
統

計
の
実
質
賃
金
は
24
、
25
年
と
マ
イ
ナ
ス
で
あ
っ
た
。よ
う

や
く
大
企
業
中
心
の
７
０
０
万
人
の
組
合
員
を
擁
す
る
連

合
の
春
闘
が
効
果
を
上
げ
つ
つ
あ
る
。

　
し
か
し
、
こ
れ
で
問
題
解
決
と
な
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。

問
題
は
２
つ
あ
る
。

　
１
つ
は
ピ
ー
ク
時（
１
９
９
６
年
）の
実
質
賃
金
と
比
較

し
て
２
０
２
６
年
上
半
期
は
14
・
６
％
も
下
落
し
て
お
り
、

逸
失
賃
金
が
発
生
し
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
る
。経
営
者

か
ら
み
れ
ば
未
払
賃
金
で
あ
る
か
ら
負
債
性
引
当
金
に
計

上
す
べ
き
と
こ
ろ
、
内
部
留
保
金
と
い
う
資
本
の
部
に
付

け
替
え
ら
れ
て
い
る
。１
９
９
６
～
２
０
２
５
年
に
か
け

て
実
質
労
働
生
産
性
が
年
０
・
６
％
増
加
し
て
い
る
の
に

対
し
、
実
質
賃
金
は
同
期
間
０
・
６
％
減
だ
っ
た
。経
団
連

の
い
う
労
働
生
産
性
に
見
合
っ
て
実
質
賃
金
を
決
め
る
べ

き
と
い
う
の
は
結
局
掛
け
声
倒
れ
だ
っ
た
。

　
２
つ
目
の
問
題
は
、
企
業
規
模
間
の
賃
金
格
差
が
長
期

に
わ
た
っ
て
拡
大
し
続
け
て
い
る
と
い
う
点
だ
。第
一
次

石
油
シ
ョ
ッ
ク
以
降
日
本
は
大
企
業
に
就
職
す
る
こ
と
が

生
涯
賃
金
獲
得
の
上
で
有
利
と
な
っ
て
い
る
。た
ま
た
ま

18
歳
や
22
歳
の
就
職
時
が
１
９
９
０
年
代
の
就
職
氷
河
期

と
重
な
れ
ば
、
本
人
の
努
力
と
関
係
な
く
生
涯
賃
金
は
不

利
と
な
る
。賃
金
格
差
が
固
定
さ
れ
、
子
ど
も
世
代
に
も
そ

れ
が
引
き
継
が
れ
る
社
会
と
な
っ
て
い
る
。

　
１
つ
目
の
労
働
生
産
性
に
か
か
わ
る
賃
金
の
問
題
は
、労

働
分
配
率
の
推
移
を
み
る
こ
と
で
実
態
が
み
え
て
く
る
。

　
労
働
分
配
率
と
は
企
業
が
労
働
者
に
支
払
う
人
件
費

（
Ｗ
）を
企
業
の
生
産
活
動
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
た
付

加
価
値（
Ｙ
）で
割
っ
た
比
率
で
あ
り
、
分
子
分
母
を
労
働

者
数（
Ｌ
）で
割
れ
ば
、
１
人
当
た
り
名
目
賃
金（
Ｗ
／
Ｌ
）

と
１
人
当
た
り
名
目
労
働
生
産
性（
Ｙ
／
Ｌ
）の
比
率
と
な

る
。労
働
分
配
率
が
一
定
で
あ
れ
ば
、
賃
金
と
労
働
生
産
性

の
増
減
率
は
同
じ
に
な
る
。

　
戦
後
か
ら
現
在
ま
で
労
働
分
配
率
は
４
つ
の
期
間

に
分
け
る
こ
と
が
で
き
る（
図
）。
戦
後
の
高
度
成
長
期

（
１
９
５
４
～
74
年
１
Ｑ
）、
石
油
危
機
か
ら
80
年
代
バ
ブ

ル
絶
頂
期
ま
で（
74
年
２
Ｑ
～
89
年
１
Ｑ
）の
２
つ
の
期
間

に
お
い
て
労
働
分
配
率
は
概
ね
一
定
の
値
を
維
持
し
基

本
的
に
安
定
し
て
い
た
。し
か
し
、
バ
ブ
ル
崩
壊
か
ら
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
直
前
ま
で（
89
年
２
Ｑ
～
07
年
１
Ｑ
）と
第

４
期
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
直
前
か
ら
現
在（
07
年
２
Ｑ

～
２
０
２
６
年
１
Ｑ
）に
な
る
と
、
労
働
分
配
率
の
低
下
が

顕
著
と
な
っ
て
い
る
。第
４
期
の
付
加
価
値
は
22
・
８
％
増

に
対
し
て
人
件
費
は
11
・
７
％
と
半
分
の
増
加
率
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
。

　
労
働
分
配
率
は
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
と
コ
ロ
ナ
パ
ン

デ
ミ
ッ
ク
に
急
上
昇
し
た
も
の
の
、
そ
の
後
短
期
間
に
急

上
昇
す
る
前
の
水
準
に
戻
っ
た
た
め
、
こ
の
２
つ
を
除
く

と
、
労
働
分
配
率
が
最
も
高
か
っ
た
の
は
76
・
４
％
（
四

半
期
移
動
平
均
値
、
１
９
９
８
年
10
―
12
月
）だ
っ
た
。

２
０
２
６
年
１
―
３
月
期
に
は
62
・
５
％
へ
と
13
・
９
ポ
イ

ン
ト
も
低
下
し
た
。

　
労
働
分
配
率
の
低
下
寄
与
度
を
企
業
規
模
で
み
る
と
、

大
企
業（
資
本
金
10
億
円
以
上
）が
９
・
５
ポ
イ
ン
ト
引
き

下
げ
て
お
り
、
率
に
し
て
68
％
を
占
め
て
い
る
。大
企
業
の

付
加
価
値
は
全
体
の
38
％
を
占
め
て
い
て
、
そ
の
構
成
比

の
２
倍
近
く
分
配
率
を
引
き
下
げ
た
こ
と
に
な
る
。と
り

わ
け
大
企
業
の
な
か
で
非
製
造
業
が
６
・
３
ポ
イ
ン
ト
も

引
き
下
げ
て
い
る
。

　
大
企
業
で
も
非
正
規
労
働
者
の
割
合
は
３
割
を
超
え

て
お
り
、
業
種
別
で
は「
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
」は

76
％
、「
卸
売
業
、小
売
業
」は
51
％
と
２
年
前
と
比
べ
て
比

率
が
上
が
っ
て
い
る
。

　
大
企
業
の
労
働
分
配
率
の
低
下
が
著
し
い
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
企
業
規
模
の
賃
金
格
差
は
拡
大
傾
向
に
あ
る（
図
の

二
重
線
）。

　
企
業
規
模
に
よ
る
賃
金
格
差（
１
人
当
た
り
人
件
費

の
大
企
業
／
中
小
企
業
比
率
）が
10
年
近
く
の
長
さ
に

わ
た
っ
て
縮
ま
っ
た
の
は
、
戦
後
の
高
度
成
長
期
と

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
か
ら
コ
ロ
ナ
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
直
前

（2008/1Q

～2018/3Q

）の
２
回
し
か
な
い
。
賃
金
格
差

が
拡
大
傾
向
に
あ
る
の
は
大
企
業
の
労
働
生
産
性
が
高
い

か
ら
で
あ
る
。

　
中
小
企
業
は
Ｉ
Ｔ
化
の
進
捗
が
遅
れ
、
21
世
紀
に
な
っ

て
生
産
性
が
上
昇
し
づ
ら
く
な
っ
て
い
る
。何
ら
か
の
対

策
を
政
府
が
打
ち
出
さ
な
い
限
り
ま
す
ま
す
格
差
は
広
が

る
こ
と
に
な
る
。資
本
金
１
億
円
未
満
の
中
小
企
業
で
働

く
従
業
員
は
67
・
１
％
（
財
務
省「
法
人
企
業
統
計
年
報
」

２
０
２
４
年
度
）と
な
っ
て
お
り
、
常
に
老
後
の
生
活
不
安

に
悩
ま
さ
れ
て
い
る
。

　
賃
金
格
差
は
１
９
７
６
年
１
Ｑ
の
１
・
51
倍
か
ら

２
０
２
６
年
１
Ｑ
に
は
１
・
80
倍
ま
で
広
が
っ
た
。

１
９
７
６
年
以
降
、
大
企
業
で
働
く
人
の
貯
蓄
率
を
20
％
、

中
小
企
業
で
働
く
人
は
15
％
、
大
企
業
で
働
く
人
の
金
融

資
産
利
回
り
５
％
、
中
小
企
業
は
３
・
２
％
（
国
債
利
回
り

の
平
均
）と
仮
定
す
る
と
、
２
０
２
６
年
に
は
金
融
資
産
格

差
は
66
倍
と
な
る
。実
際
に
一
世
帯
当
た
り
金
融
資
産
保

有
額
の
中
央
値
は
７
２
０
万
円（
金
融
資
産
を
保
有
し
て

い
な
い
世
帯
15
・
７
％
を
含
む
）に
対
し
て
、
５
０
０
０
万

円
以
上
の
世
帯
は
18
・
８
％
と
、
２
０
２
０
年
の
８
・
９
％

か
ら
株
高
を
反
映
し
て
急
増
し
て
い
る（
金
融
経
済
教
育

推
進
機
構「
家
計
の
金
融
行
動
に
関
す
る
世
論
調
査
」）。

　
１
つ
目
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
賃
金
抑
制
の
結
果
と
し

て
内
部
留
保
金
が
著
し
く
増
加
し
た
の
だ
か
ら
、
内
部
留

保
金
課
税
を
導
入
し
て
、
給
付
付
き
税
額
控
除
の
財
源
に

充
て
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。２
つ
目
の
問
題
に
つ
い
て
は
、

死
亡
時
富
裕
税
の
導
入
で
年
金
額
が
少
な
い
世
帯
に
対
し

て
年
金
支
給
額
の
引
き
上
げ
を
行
う
こ
と
だ
。老
後
の
生

活
を
心
配
す
る
人
の
６
割
強
が「
十
分
な
金
融
資
産
が
な

い
か
ら
」と
答
え
て
い
る
。

労
働
分
配
率
の
長
期
低
下
傾
向

米
所
得
収
支
２
年
連
続
の
赤
字

賃
金
格
差
拡
大
で
金
融
資
産
格
差
も

バブル崩壊を挟んで好対照な労働分配率と拡大続く賃金格差


